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用語解説 

 

 

 

 

《１ページ》 

下水道処理人口  

普及率 

行政区域内の総人口（住民基本台帳人口）に占める公共下水道に

接続可能な区域内の人口の比率をいい、百分率で表す。 

下水道ビジョン    

2100 

 

2005 年（平成 17 年）9 月に「下水道政策研究委員会・下水道

中長期ビジョン小委員会」において取りまとめられた報告書で、1

00 年という長期の将来像を見据えた下水道の方向性、それらを具

現化する様々なアイデアが提示されている。「循環のみち」をコ

ンセプトとして「水のみち」「資源のみち」「施設再生」の 3 つ

の基本方針を提示しており、それぞれの方針を実現するための施

策メニューと具体内容が取りまとめられている。 

下水道中期ビジョン 

 

2007 年（平成 19 年）6 月に「下水道政策研究委員会・下水道

中長期ビジョン小委員会」において取りまとめられた報告書で、

下水道ビジョン 2100 の実現に向けた中期（概ね 10 程度）の下

水道施策のあり方が提示されている。人口減少の本格化や厳しい

財政状況、気候変動等の下水道をとりまく社会等の諸情勢を勘案

して、5 つの項目について整備目標と具体的施策が取りまとめられ

ている。 

北海道地方下水道 

ビジョン 

 

2008 年（平成 20 年）3 月に北海道開発局において取りまとめ

られた報告書で、北海道の各地方公共団体が下水道ビジョンを策

定する際の指針であり、基本理念を「北の大地を支える持続可能

な下水道」として、その実現に向け、「目標像」、「事業目

標」、「中長期的方向性」、「事業を推進するための取組み」の 4

階層の施策体系が定められている。 

新下水道ビジョン 2014 年（平成 26 年）7 月に「下水道政策研究委員会」におい

て取りまとめられたもので、社会経済情勢の変化に対応し、管理

運営時代の新たな下水道の政策体系として策定された。 
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伊達市下水道ビジョン 

《１ページ》 

新下水道ビジョン  

加速戦略 

2017 年（平成 29 年）8 月に「新下水道ビジョン加速戦略検討

員会」において取りまとめられたもので、「新下水道ビジョン」

策定後の社会情勢の変化を踏まえ、今後取組みを加速する施策と

して、官民連携の推進、下水道の付加価値向上等 8 つの重点項目

について国が 5 ヵ年程度で実施すべき施策が示されている。 

《５ページ》 

公共用水域  

 

水質汚濁防止法では、｢河川、湖沼、港湾、沿岸海域、その他公共

の用に供される水域、及びこれに接続する公共溝渠、かんがい

（灌漑）用水路、その他公共の用に供される水路｣と規定されてい

る。下水道では、公共下水道の雨水渠ならびに都市下水路等が該

当する。  

水質保全  

 

環境保全のうち、水質に関わるもの。人間の産業活動や事業活動

により排出される汚染物質を規制、抑制し、水質の汚染を防止す

ることにより、水質の将来的な維持を行うこと。 

予定処理区域面積 

 

目標年次（概ね 7 年後）に下水道の整備が完了する予定の区域面

積。 

予定処理人口 

 

目標年次（概ね 7 年後）に予定処理区域に居住する人口で、下水

道により汚水が処理される人口となる。 

計画汚水量 目標年次（概ね 7 年後）において下水道により処理される予定の

汚水量。 

下水道法事業認可 

 

下水道事業を行う場合に必要となる、下水道法に基づく国土交通

大臣又は知事による認可であり、認可を受ける際には、概ね 7 年

の期間で下水道による整備を行う予定区域を定めた事業認可計画

を策定しなければならない。 
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用語解説 

《５ページ》 

フレックスプラン  終末処理場から離れている地域では、下水道が整備されるまで相

当の年月を要することから、これらの地域で、早急に下水道整備

が求められる地域において、終末処理場とは別に中間的な処理施

設を設置し、暫定的に下水処理を開始する整備方式のこと。 

特定環境保全    

公共下水道 

湖沼周辺地域等の自然環境の保全又は農山漁村における生

活環境の改善を図るため、市街化区域以外において設置される

公共下水道である。 

汚水処理施設共同整

備事業        

（ＭＩＣＳ事業） 

汚水処理施設の整備事業は、下水道事業をはじめ種々の事業が実

施されています。これらの汚水処理施設の中には共通する処理工

程等もあるため、下水道、合併処理浄化槽等複数の汚水処理施設

が共同で利用できる施設を整備し、施設整備の効率化を図る事業

である。 

《７ページ》 

単独公共下水道  主として市街地における下水を排除し、または処理するために地

方公共団体が管理する下水道を公共下水道といい、終末処理場を

有するものを単独公共下水道、流域下水道に接続するものを流域

関連公共下水道という。 

《10 ページ》 

合併処理浄化槽 トイレや台所、風呂などから流される生活排水を、各家庭に設置

された浄化槽内で微生物の働きを利用してきれいにする装置。し

尿のみを処理する単独処理浄化槽に比べて、全ての生活排水を処

理し、水質的には下水道に近い能力があることから、下水道や集

落排水が普及していない人口の散在する地域の生活排水対策とし

て効果的である。 

《11 ページ》 

水環境  水域の水量及び水質、水辺空間、生態系に加え、景観、文化の要

素を包含する概念。 
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伊達市下水道ビジョン 

《11 ページ》 

ＢＯＤ 生物化学的酸素要求量（Biochemical Oxygen Demand の略）

のことで、水中の汚染物質（有機物）が微生物により浄化される

ときに必要となる酸素量のこと。この値が大きいほど、水が汚れ

ていることを示す。 

《12 ページ》 

下水汚泥 下水処理場等で固液分離処理を行うことで発生する泥状物質の総

称。汚泥の質や量は、原水の種類、処理方法、処理の程度によっ

て異なるが、通常、含水率が高く、有機物を含有し腐敗しやすい

等の共通点を有する。 

バイオマス 生物資源（bio）の量（mass）を表す概念で、一般的には「再生

可能な、生物由来の有機性資源で化石資源を除いたもの。バイオ

マスの種類は多岐に渡り、廃棄物系のもの、未利用のもの及び資

源作物（エネルギーや製品の製造を目的に栽培される植物）があ

る。廃棄物系のものとしては、廃棄される紙、家畜排せつ物・食

品廃棄物・建設発生木材・製材工場残材・黒液（パルプ工場廃

液）・下水汚泥・し尿汚泥等があげられ、未利用のものとして

は、稲わら・麦わら・もみ殻・林地残材（間伐材、被害木等）等

が、エネルギー作物としては、さとうきびやトウモロコシなどの

糖質系作物やなたねなどの油糧作物があげられる。 

汚泥リサイクル率 下水汚泥の総発生量に対しリサイクルされている下水汚泥量の割

合を百分率で表した数値である。 

嫌気性消化 下水汚泥を処理する方法のひとつであり、汚泥中の有機物を嫌気

性微生物により分解し、汚泥の減容化と安定化を図る手段であ

る。 

消化ガス 嫌気性消化の過程で発生するガスを消化ガスと呼び、その主成分

はメタン（CH4）及び二酸化炭素（CO2）であることから燃料と

して用いることができる。 
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《17 ページ》 

マンホールポンプ 小規模下水道等の小集落地域におけるコスト削減や、地形的に自

然勾配で流下させることが困難な狭小区域の下水を排水するた

め、マンホール内に設置した小型水中ポンプにより揚水して排除

する施設。  

《19 ページ》 

ライフサイクルコスト

（ＬＣＣ） 

ある施設における初期建設コストと、その後の維持管理費用等を

含めた生涯費用の総計。  

《20 ページ》 

公営企業  都道府県や市町村などの地方公共団体が、地域住民の福祉の増進

を目的として事業を経営する企業体のことであり、下水道、水

道、工業用水道、団地開発、電力、ガス、観光施設、病院などが

ある。 

《21 ページ》 

企業債（地方債） 建設費の財源として、国や地方公営企業等金融機構などから借り

入れる長期借入金のこと。 

《22 ページ》 

資本費平準化債 下水道整備は、先行投資が多額となる事業であるが、供用開始当

初は有収水量も少なく、借金返済のための原資がない。そこで、

供用開始当初の負担を軽減し、かつ、世代間の負担の公平を図る

ため、先行投資の負担の一部を後年度に繰り延べ、起債償還額を

平準化するために発行する起債を資本費平準化債という。 

《23 ページ》 

一般会計  国及び地方公共団体における最も基本的な経費の収支を扱う会計

で、特別会計に属さない財政を包括的、一般的に経理する会計の

こと。福祉や教育、消防など国民・住民に広く行われる事業にお

ける歳入・歳出の会計である。 

 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9B%BD%E5%AE%B6
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%85%AC%E5%85%B1%E5%9B%A3%E4%BD%93
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%89%B9%E5%88%A5%E4%BC%9A%E8%A8%88
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%B2%A1%E6%94%BF
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AD%B3%E5%85%A5
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%AD%B3%E5%87%BA
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《24 ページ》 

汚水処理費 終末処理場やポンプ場、管渠など、汚水を処理するために必要な

施設の整備及び維持管理に要する経費。 

《25 ページ》 

水洗化率 公共下水道に接続可能な区域内人口に対して、実際に接続してい

る人口の比率をいい、百分率で表す。 

単独処理浄化槽  トイレからの汚水（し尿）のみを処理する浄化槽。なお、単独処

理浄化槽は、浄化槽法により 2001 年（平成 13 年）以降新規に

設置することは認められていない。 

《26 ページ》 

ＰＰＰ/ＰＦＩ PPP（Public Private Partnership）とは、公共施設等の建設、

維持管理、運営等を行政と民間が連携して行うことにより、民間

の創意工夫等を活用し、民間資金の効率的使用や行政の効率化を

図るものである。PFI（Private Finance Initiative）は PPP の代

表的な手法のひとつであり、民間の資金とノウハウを活用し、公

共サービスの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な

公共サービスの提供を図る考え方である。 

《32 ページ》 

水洗便所改造等資金

貸付制度 

 

下水道処理区域になるとトイレの水洗化が法律で義務づけられる

ため、水洗化に当たって、設置者の経済的負担をなるべく少なく

できるように、水洗便所への改造工事と排水設備工事を行う人に

資金を貸付ける制度。 
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用語解説 

《36 ページ》 

ストックマネジメント  

 

既存の建築物（ストック）を有効に活用することで、施設の長寿

命化を図り、ライフサイクルコストを低減する技術体系及び管理

手法の総称。ただ単純に、古くなったという理由から施設を解体

して新築を繰り返す考え方ではなく、施設の社会的需要や老朽度

の判定、改修時の費用対効果等を総合的に勘案した上で、解体、

用途変更、改修、改築など、その施設にとってどれがよりよい方

法なのか判断することができる。 

ストックマネジメント 

計画 

下水道施設全体の中長期的な施設状態を予測しながら維持管理、

改築を一体的に捉えて計画的・効率的に管理するために、事業方

針や実施計画を定めている。 

《40 ページ》 

有収水量  下水道で処理された汚水量のうち、家庭や工場で使用され、下水

道使用料を徴収することのできる水量。 

《42 ページ》 

長寿命化計画 

 

当初設置時点から数えて、標準耐用年数以上の使用年数が期待で

きる対策計画である。持続可能で安定的な下水道サービスの提供

を行うことを目的に、処理機能に重大な影響を及ぼす前に予防保

全を行うことで、ライフサイクルコストの最小化を図るととも

に、維持管理費用の平準化も図る。 

 



 



  

伊達市下水道ビジョン 

２０２０年（令和２年）４月策定 

２０２５年（令和７年）５月改訂 

２０２６年（令和８年）５月改訂 

伊達市建設部上下水道課 

伊達市
のデザインマンホール


